
施策名

施策の概要

達成すべき目標

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
当初予算（ａ） - - 82 80
補正予算(b) - - 0 0

繰り越し等（ｃ） - -
4,439
<108>

0
合計（ａ＋ｂ＋ｃ） - - 4,521 80

- - 3,997

基準値 目標値
年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 23年度

ー ー ー ー 15.0% 59.2% 100.0%

ー ー ー ー ー
基準値 目標値
年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 年度

ー ー ー ー 2.3% 6.5%
増加傾向
の維持

ー ー ー ー ー
基準値 目標値
年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 年度

ー 246 176 176 175 175
減少傾向
の維持

ー ー ー ー ー

学識経験を有する者の知
見の活用

目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式
別紙２

（環境省22-34）

目標８－２　環境に配慮した地域づくりの推進

地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定推進と地域における地球温暖化対策の
取組を支援することにより、低炭素な地域づくりを推進するとともに、公害防止計画に基づく取組を支援
するなど、環境に配慮した地域づくりを推進する。

すべての都道府県・政令市・中核市・特例市において地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施
策編）を早期に策定し、それ以外の地方公共団体においても策定を推進するとともに、具体的な対策の
実施等を通じ低炭素な地域づくりを推進する。また、環境に配慮した地域づくりを推進する。

都道府県・政令市・中核
市・特例市における地球温
暖化対策実行計画（区域
施策編）の策定率（％）

施策の予算額・執行額等

区分 ２４年度要求額

予算の状況
（百万円）

122

122
執行額（百万円）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

2

政令市・中核市・特例市以
外の市町村における地球
温暖化対策実行計画（区
域施策編）の策定率（％）

年度ごとの目標値

公害防止計画策定地域を
構成する市区町村数

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

3

年度ごとの目標値

施策に関する評価結果

目標の達成状況

　地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）については、
特例市以上の地方公共団体において着実に策定自治体数が増加して
おり、特例市未満についても増加傾向にある。
公害防止計画の策定市町村数については、新規地域の策定指示はな
く、減少傾向にある。

目標期間終了時点の総括

　地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）については、
特例市未満の地方自治体を対象として全国説明会を実施したほか、計
画策定の参考となるよう、優良事例集をとりまとめた。
　また、地域における地球温暖化対策の実施を促進するため、平成21
年度補正予算により各都道府県・政令市・特例市に設置した地域グリー
ンニューディール基金により前年度に引き続き支援を行うとともに、低炭
素地域づくり面的対策推進事業等による支援を行った。
　こうした計画策定と対策実施への支援により、低炭素な地域づくりが
促進されたが、2020年温室効果ガス25％削減の目標に向け、より一層
取組を促進する必要がある。
　また、平成22年度においては公害防止計画の策定指示を行わなかっ
た。なお、公害防止計画はすべて平成22年度で期限を迎えるとともに、
平成23年の通常国会へ提出された地域の自主性・自立性を高めるため
の一括法案において、公害防止計画に係る環境大臣の策定指示を廃
止し、環境大臣による計画の同意を公害防止対策事業関係に限定する
改正が盛り込まれており、一括法案が成立すれば、その後は、新たな制
度の下での運用がなされていくこととなる。

測定指標

1

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

　中央環境審議会の「公害防止計画制度の在り方について」の意見具申（平成22年12月）を踏まえ、公
害防止計画制度に係る所要の法律改正案を国会に提出した。
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地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査結果（平成21年12月1日現
在）（環境省）
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